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本稿はビッグ・データとその解析問題に関するワークショップの内容を紹介した。その上で、今

後の検討課題として次の点を指摘した。①会計情報にビッグ・データを含めるのか否かという問題、

②監査実務としてビッグ・データの解析にともなうプライバシー問題、そして③ビッグ・データを

会計情報に含めた場合、日本の大学における会計教育のあり方とカリキュラムに関する問題である。 
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はじめに 

本稿はビッグ・データとその解析問題に関するワークショップの内容を紹介し、私見を述べる

ことが目的である 1）。ビッグ・データを扱う研究分野はコンピュータ・サイエンスに分類される。

この研究分野を専門とする研究者が目指すことは多種多様な問題をコンピュータに演算処理させ

るために必要な変換手法を発見・開発することである。同様な目的を担っている会計学の研究教

育分野は会計情報システム（AIS: Accounting Information System）であり、諸取引を記帳・計算し、

財務諸表を作成するために必要な情報処理手続きの構築を主目的とする。 

前述の研究分野の主目的を踏まえれば、ビッグ・データは「素材（a raw material）」である。あ

る所与の目的を達成するために必要なビッグ・データを収集し、それをコンピュータに解析させ

て「解答（処理結果）」および/または発見事項を得る。そして、我々はその結果に基づいて多種

多様な意思決定を行う。ここで重要なことは、コンピュータによる解析という「加工」を施すこ

とによって価値が創り出されるということである。 

これはビッグ・データが価値を持たないことを意味しない。ビッグ・データの「未実現」価値

を発現させ、将来キャッシュ・フローの稼得に結びつけることができるか否かはそれを解析する

人の手に委ねられているのである。ビッグ・データの属性に関する筆者（来栖）の基本的な考え
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がこれである。この考えに基づけば、ビッグ・データの会計処理手続きを求める声がいずれ沸き

上がると期待される。とはいえ、アメリカ会計研究学会が主催したビッグ・データに関する各種

ワークショップは、ビッグ・データの評価基準の必要性や監査問題を議論するには至っていない 2）。 

ビッグ・データが評価問題を始めとする会計問題として検討対象になるとの筆者の期待に基づ

いて、本稿はそのための参考資料の提供を目的とする。第 I 章はビッグ・データを取り巻く環境

変化の概要をまとめる。第 1 節は本ワークショップのプレゼンターである O’Leary が取り上げた

IBM（International Business Machines Corporation）社のゴールとその骨子をまとめる。第 2 節は IoT

（Internet of Things）を取り上げ、O’Leary の関心事項を推測する。第 3 節は論者によって異なる

ビッグ・データの定義の変遷を取り上げる。第 4 節は実践例の概要と問題点を示す。そして 後

に、第 I 章で紹介した内容をまとめ、本稿を終える。 

 

Ⅰ．IT 時代の進化 

１．1990 年代 

その時々に呼び方が異なるものの、いずれの用語もその根底にある所与の目的を達成するため

の「手段」としてコンピュータの利用を O’Leary は前提にしている。コンピュータ・ネットワー

クにおいて、他のコンピュータに自身が保存しているデータ、機能、そしてサービスを提供する

コンピュータのことをサーバー（server）と呼び始めたのは 1992 年頃である。そして、世界中で

公開されているサーバー同士をつなぎ、必要な情報を閲覧および入手可能な仕組みを WWW

（World Wide Web）と呼び始めたのもこの時期である。 

上述の O’Leary の視点は Fowler and Worthern（2009）を引用していることからも理解できる。

クラウド・コンピューティング（Cloud Computing）またはクラウドという一語で現在呼ばれてい

る言葉はインターネットを介した次の機能を示唆した。それはある所与の目的をもっている利用

者がインターネットを利用して商製品、サービス、解決策等をその場で得ることができるという

ことである。後知恵的に述べれば、インターネットがある所与の目的を利用者が実現するための

手段として発展/進化し、この一連の流れ（仕組み）を上述の言葉は表していた。 

この「手段」の劇的な進化を二つの側面から考えることができる。一つは、その進化そのもの

をさらに進化させる側面である。もう一つは、その進化を上手に活用するそれである。後者に依

拠した O’Leary は、PwC（2015）と Fuessler（2013）を引用しながら、経験に基づくのではなく、

ビッグ・データから必要な情報を読み取り、その情報に基づいて次に生じ得ることを踏まえた意

思決定ができる人材の育成を O’Leary は主張した。 

次に、O’Leary は IBM 社の年次報告書に記載された戦略を示し、「インターネット時代」にお

けるビッグ・データの活用「戦略」を示唆した。「この瞬間を我々はどのように考えるのか？」と

いう問いかけを表紙にした IBM 社の 2013 年の年次報告書は O’Leary の関心事項を示唆している。
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それは非構造化データを解析する認知コンピューティング技術（cognitive computing technology）

である。これは人間と同様に自然言語を理解および学習し、人間の意思決定の支援を目的する。 

 

「第一に、さまざまな業界と頭脳集団をデータに変換し新たな市場を創造することである。

これを実現すること、つまり、他社との差別化戦略を執行する上で重要となるのがデータで

ある。なぜならば、リーダーは（1）多種多様なデータを解析し、求められる「結果」を導く

ことができる、（2）データがもつ旬な価値を解析処理速度の向上によって逃さない、そして

（3）有利なビジネス・スタイルに作り替えることができるからである。 

第二に、クラウドの時代に沿って企業の情報技術を作り替えることである。これは情報技

術とビジネス・プロセスをデジタル・サービスに置き換え、新たなビジネス・モデルの構築

を可能にする。これは並行処理（parallel processing）の導入によって、一つの問題を細分化

し、分割した問題を複数のコンピュータに同時処理させ処理性能の向上を図ることで可能と

なる。 

第三に、クラウドの時代に沿った保全（security）を提案・提供することである。データを

至る所で入手・処理・活用・持ち運びできるため、データや人間の保護が求められる。これ

は急成長する情報技術はそれ自身が新たなサービスを創り出し人々に知識・力を与えると同

時に期待も変える。この激動する社会は公私の区別という保護が必要である。これもまた情

報技術の新たなサービスを創造する機会となる」［IBM（2013、pp.10-23）］。 

 

これら三つのゴールを認知コンピューティング技術であるワトソンを稼働させ、顧客のニーズ

に IBM は応える。IBM（2015）はデジタル・ビジネスを進化させ顧客のニーズに応え続けるため

に自らが学習し、今後の展開を予測する認知ビジネス（Cognitive Business）を加速度的に発展さ

せると主張している。人間の理解可能な水準を遙かに超える速度と水準で情報技術が進化するイ

メージを IBM（2013、2015）から読み取ることができる一方、O’Leary は Shih（2011）を紹介し、

情報技術が人間に与える現実の「危うさ」とその対処の困難さに対する理解も促した 3）。 

 

２．IoT（Internet of Things）4） 

「モノのインターネット」と日本語に訳される IoT はコンピュータとインターネットが人間を

含むあらゆるモノとを結びつけ、自己完結、相互依存、および/または相互作用の関係を作ると同

時に当該社会事象を包括的に示す用語である［Ashton（2009）］。インターネットと人間とを包括

的に捕らえる IoT は「目的と手段」が混在または意識しない概念であり、いわば混沌とした状況

を示唆する概念である。 

ある所与の目的を実現する手段としてのインターネットとそれを活用する人間という一対一の
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関係と捕らえ直すと、利用者である人間の「限界」が明らかになる 5）。これはモノが人々の消費

活動を促すきっかけとなり、そのことがあらゆるモノに連鎖的に影響を与え、その影響が人々に

さらなる影響を及ぼす、つまり、自らの諸活動が巡り巡って自らを翻弄する引き金になり得、そ

の兆候が既に現れていることを指摘した。このような「連鎖反応」が日常茶飯事に発生すること

によって、今後、個人の尊厳を脅かす深刻な問題（security and privacy issues）になり得ると O’Leary

は指摘した 6）。 

 

３．ビッグ・データとは何か？ 

前述したように、IoT が個人の尊厳を脅かす可能性を持つ社会現象を包括的に捕らえる用語で

ある一方、ビッグ・データという用語の定義を考えてみる。O’Leary は、以前、一次データとそ

れに対する多種多様な「加工」を人間が施す事象を包含する用語としてビッグ・データと定義づ

けた 7）。この定義付けを踏まえ、O’Leary は IoT との関連性を明確にすることも含めて、ビッグ・

データという用語を次式で示した。 

 

ビッグ・データ = 分割不可能な情報処理単位 ＋ 相互作用/対話 ＋ 多種多様な観察 

（Big Data）   （transactions）        （interactions）   （observations） 

 

直感的な理解に期待するこの定義によって、IoT がビッグ・データを創り出し、そのビッグ・

データが IoT を導き、そして IoT が新たなビッグ・データを創り出す・・・・という因果関係の

連鎖が際限なく拡充していく「様」を O’Leary は簡潔明瞭に示した。なお上式に表現し得ないも

のの O’Leary が強調した重要な特徴は（A）創出されたデータ「群」が複雑であり、多様性に富

み、そして非構造（unstructured）という属性を持つと同時に、（B）「並列処理」の進化と非構造

な状態をわかりやすくする表現技術を強調するということである 8）。 

 

４．解析例 

O’Leary はアナリティックス（Analytics）と呼ばれるビッグ・データの活用方法の概要を解説す

るために次の事例を紹介した。Engelgardt（2016）は Microsoft 社がビッグ・データを解析するた

めの各種分析手法の概要を述べた。プロサッカーチームによるビッグ・データの活用事例を公式

戦毎に述べたのは Bear（2016）である。実際に行われた公式戦を分析対象とし、対戦相手から勝

利を得るための対策をどのように練ったのかをいくつかのポイントに絞り込み振り返っている。

Moura（2016）はメジャーリーグのエンジェルスがビッグ・データを活用して補強すべき選手の

絞り込みを行ったことを述べた。 

これらの活用事例に共通することはデータを分析することであり、このことがアナリティック
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スの簡潔明瞭な定義となる。次に、データの分析目的に着目してアナリティックスは四つのアプ

ローチに分けることができる。 

 

① 記述分析（descriptive analysis）とは、受信データおよび入力データを活用して、現在、何が

生じているのかを理解するために行う分析を意味する。この分析によって得ることは、いわ

ゆるモニタリングを継続して得ることができる現状把握である。 

② 診断分析（diagnostic analysis）とは、何が生じたのか、なぜ生じたのかを過去の出来事に関

するデータに基づいて理解するために行う分析を意味する。この分析を適切に行うためには

既に生じた出来事と同様な状況の再現（モデル）が必要である。 

③ 予測分析（predictive analysis）とは、今後生じるかもしれないシナリオを導くために行う分析

を意味する。この分析を行うためには既存のデータである構造化されたデータと非構造化

データの両方を使用する。 

④ 処方分析（prescriptive analysis）とは、選択すべき意思決定行動を提示するために行う分析を

意味する。これは論理的思考に基づいて因果関係を特定することが必要となる。 

 

ビッグ・データの活用はその目的によって上記の四つのアプローチに分けることができ、それ

ぞれ重点が異なっている。そこで、ビッグ・データの解析を請け負う側はどのようなサービスを

提供すべきなのか。監査法人の一つである EY（Ernst&Young）の近況を報じた Rogers（2015）を

引用し、O’Leary は専門家集団の相乗効果を引き出し競合他社との差別化戦略とすべきことを主

張した。 

とはいえ、ビッグ・データの解析を請け負うことは必ずしもプラスのことばかりではない。例

えば、サンプリングを始めとする「定番」の監査業務が陳腐化しており、監査業務に従事できる

人材が不足し始めている。アナリティックスの担当能力を必要な人材の要件として監査法人が求

めているにもかかわらず、当該人材養成に役立つ大学院教育を軸とした会計カリキュラムが適切

に整備されていない可能性があると O’Leary は述べた 9）。 

アナリティックスに基づく監査業務の概要を述べておこう。監査法人が顧客の保有データを

100%共有することを前提とする。その上で監査法人は勘定科目毎、会計処理手続き毎、個別取引

毎または仕訳帳毎に次の点に着目して二つの解析を行う。それは（a）取引とその形態の一貫性の

程度と（b）不規則な取引（anomaly）、そして（c）新しい取引形態の認識である。他方、監査証

明を得るために（1）関連取引の流れの相関関係を推定すること、（2）想定している各種トレンド

を解析すること、そして（3）個別取引に着目することである。 

これらの概要から理解できることは、従来の監査業務と比較して、監査業務を遂行する際の効

率性と提供できる監査結果の質の改善にある。なお、個別取引にも着目した解析手法から比較的



80 
 
 

 

来栖 正利 

容易に予想できる今後の課題を指摘したい。（A）ビッグ・データの解析が取引当事者のプライバ

シーの侵害に該当する可能性があるということである。（B）各種時系列データの解析結果の有効

性を統計学または計量経済学上の問題として扱うべきなのか否かという問題である。そして（C）

アノマリーが発見された場合、他のビッグ・データがそのアノマリーを「修正/補完」する役割を

果たすのか否かという評価問題である。 

 

５．コメント 

ビッグ・データにかかわる諸問題がその定義そのものが流動的であることや、その使途がまず

ます拡充傾向にあることから、門外漢にとって直感的な理解に頼らざるを得ない。そのような状

況の中、本節は筆者（来栖）のコメントを述べることにあてる。まず、会計情報にビッグ・デー

タを含めるのか否かという問題を取り上げた論者が殆どいないように思われる。非財務情報であ

るか財務情報であるか否かを問わず、ビッグ・データを会計情報に含めるのであれば、現在機能

している「会計」を抜本的に改善する必要が生じるだろう。 

次に、O’Leary も触れたビッグ・データの解析にともなうプライバシー問題に対する対処方法

を考える必要があるだろう。財務情報に含まれる取引情報をビッグ・データとして解析する場合、

取引当事者の動向を、仕訳帳を通じて、推測できる可能性が高くなる。これは取引当事者の意図

や考えを推測できることにもつながるだろう。もしそうなれば、取引当事者と別の取引当事者と

の関係も容易に推測できることになりかねず、プライバシー問題が複雑になり、営業活動の秘密

保持/漏洩問題と類似の問題になる可能性がある。 

そして 後に、ビッグ・データを会計情報に含めた場合、日本の大学教育における会計教育（カ

リキュラム）をどのように構築すべきなのかという問題がまったく手つかずの問題のままである。

仮に、ビッグ・データを会計情報に含めない場合であっても、ビッグ・データの使途が拡充して

いる現状を勘案すれば、いずれ会計問題の一つとして取り上げられる可能性を想定しておくこと

が賢明である。そのさい、ビッグ・データに関する会計教育のデザインを手始めに検討すべき事

は時の経過にしたがって次々と増えていくだろう。 

 

むすび 

本稿はビッグ・データとその解析問題に関するワークショップの内容を紹介し、筆者（来栖）

の私見を述べることが目的である。少なくともアメリカ会計研究学会がビッグ･データを会計教育

の対象として検討していることを本稿は伝えた。これはビッグ･データを活用するのが人間であり、

コンピュータの指示に従うのではないというアメリカ会計研究学会の視点を示唆している。これ

はビッグ･データの解析を通じて理論的に選ぶことができる「選択肢」の中から、人間が現実に選

択できる数のそれに絞り込む合理的な手段としてビッグ･データを賢く使う方法を考え、それを教
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授することをアメリカ会計研究学会が優先させていることを意味する。 

もしそうならば、ビッグ･データの活用方法が進化すると同時に、それにともなって現時点では

想定できない解決すべき新たな課題が生じるだろう。その時点で適切な解決方法を考え、その理

論的根拠を探究した方がそうでない場合と比較して合理的であるとアメリカ会計研究学会が判断

したのだろう。このような推論に基づいて、ある潮流に対して賛否を論じる前に、柔軟な思考に

則って受け入れていく姿勢を持つことがある程度必要なのかもしれない。本稿で取り上げたセミ

ナーの内容を振り返り本稿を脱稿しながら、かかることを思った。ビッグ･データに関わる今後の

アメリカ会計研究学会の動向に注視し時流に乗り遅れないようにしたい。 

 

注） 

1） 本稿はアメリカ会計研究学会の年次総会に先だって開催されたワークショップの内容報告である。この

ワークショップに関する開催日時等は次の通りである。 

Title: Session #35: Analytics and Big Data: Research and Teaching Issues. 

Presenter: Daniel O’Leary, Marshall School of Business, University of Southern California. 

Date and Time: Sunday, August 7, 2016 from 13:00 to 17:30. 

2） 筆者はビッグ・データの活用方法を教授する会計科目の実践例を紹介し、今後の教育問題を検討する下記

のワークショップに参加した。Accounting IS Big Data Conference, sponsored by Centers for Advancing 

Accounting, the American Accounting Association. 開催日時は 2015 年 9 月 3 日から 4 日（開催地はニューヨー

ク市）であった。加えて、来栖（2015）も参照されたい。 

3） KPMG が IBM 社のワトソンを導入し、監査サービスを軸に多種多様なサービスおよびコンサルティング

業務を展開すると Lee（2016b）は述べている。 

4） IoT に関する包括的な検討は European Commission（2009）を参照されたい。 

5） Ashton（2009）は次のように述べている：「人間はインターネットを使う時間が限られており、それを使っ

て調べる関心事項も限界があり、そして入手した情報がどの程度望んでいたものかを判断することも限ら

れている。つまり、人間は現実の世界に存在するモノに関するデータを捕らえることが得意ではない」。 

6） 人間がインターネットに翻弄され得るような社会に対して、UK Future Internet Strategy Group（2011）は今

後のあるべき姿を提示した。他方、人間の尊厳を脅かす可能性がある兆候として O’Leary は Levin（2013）、

Moisse（2013）、そして Clarke（2014）の事例を紹介した。 

7） 来栖（2015、pp.238-239） 

8） O’Leary は O’Leary（2013）に詳細な説明を行っていると述べた。 

9） Cecil（2016）を引用し、O’Leary は大学院教育を軸とした会計カリキュラムの改革の現状を紹介した。 
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